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(57)【要約】
【課題】内周側対物レンズがターンテーブルと衝突せず
に、外周側対物レンズがディスクの最内周にレーザーを
集光可能な対物レンズ保持装置、光ピックアップ装置を
提供することを目的とする。
【解決手段】レンズ部Ａと縁部Ａを有しディスクＡにレ
ーザーＡを集光する対物レンズＡとレンズ部Ｂと縁部Ｂ
を有しディスクＢにレーザーＢを集光する対物レンズＢ
と孔部Ａ及びＢと当接部Ａ及びＢを有しディスクＡ及び
Ｂの径方向に対物レンズＡ及びＢを外周側及び内周側と
して一体保持し移動可能なレンズホルダーとを備えた対
物レンズ保持装置であり、縁部Ａの縁部Ｂと面する側の
距離Ａは面しない側の距離未満か縁部Ｂの縁部Ａと面す
る側の距離Ｂは面しない側の距離未満かの少なくとも一
方であり対物レンズＡ及びＢの中心軸間距離は距離Ａ及
びＢに応じてディスクＡの最内周にレーザーＡを集光す
る場合縁部Ｂがターンテーブルと衝突しない距離に設定
されることを特徴とする。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１光ディスクがターンテーブルに装着された場合、前記第１光ディスクの情報記録層
に第１レーザー光を集光する第１レンズ部と、前記第１レンズ部の前記第１レーザー光が
出射される側の周面から突出する第１縁部と、を有する第１対物レンズと、
　前記第１光ディスクとは異なる情報記録フォーマットの第２光ディスクが前記ターンテ
ーブルに装着された場合、前記第２光ディスクの情報記録層に前記第１レーザー光とは異
なる波長の第２レーザー光を集光する第２レンズ部と、前記第２レンズ部の前記第２レー
ザー光が出射される側の周面から突出する第２縁部と、を有する第２対物レンズと、
　前記第１レンズ部を落とし込む第１孔部と、前記第１孔部への前記第１レンズ部の落と
し込みを制限するべく前記第１縁部と当接する第１当接部と、前記第２レンズ部を落とし
込む第２孔部と、前記第２孔部への前記第２レンズ部の落とし込みを制限するべく前記第
２縁部と当接する第２当接部と、を有し、前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクが
前記ターンテーブルに装着された場合の前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクの径
方向に沿って、前記第１対物レンズ及び前記第２対物レンズを各々前記径方向の外周側及
び内周側として隣接させて一体保持し、前記径方向に沿って移動可能であるレンズホルダ
ーと、
　を備えた対物レンズ保持装置であって、
　前記第１縁部の前記第２縁部と面する側の前記径方向の第１距離は、前記第１縁部の前
記第２縁部とは面しない反対側の前記径方向の距離未満であるか、前記第２縁部の前記第
１縁部と面する側の前記径方向の第２距離は、前記第２縁部の前記第１縁部とは面しない
反対側の前記径方向の距離未満であるか、の少なくとも一方であり、
　前記第１対物レンズの中心軸と前記第２対物レンズの中心軸との軸間距離は、前記第１
距離及び前記第２距離に応じて、前記第１対物レンズが前記第１光ディスクの情報記録層
の最内周に前記第１レーザー光を集光する場合、前記第２縁部が前記ターンテーブルと衝
突しない距離に設定される、
　ことを特徴とする対物レンズ保持装置。
【請求項２】
　前記第１縁部の前記第２縁部と面する側は、前記径方向と交差する方向に切り欠かれた
形状であって、
　前記第２縁部の前記第１縁部と面する側は、前記径方向と交差する前記方向と同一方向
に切り欠かれた形状である、
　ことを特徴とする請求項１に記載の対物レンズ保持装置。
【請求項３】
　前記第１縁部の前記第２縁部と面する側は、前記径方向と直交する方向に切り欠かれた
形状であって、
　前記第２縁部の前記第１縁部と面する側は、前記径方向と直交する方向と同一方向に切
り欠かれた形状である、
　ことを特徴とする請求項２に記載の対物レンズ保持装置。
【請求項４】
　前記レンズホルダーの前記径方向の距離は、
　前記第１距離及び前記第２距離に応じて、前記第１対物レンズが前記第１光ディスクの
情報記録層の最内周に前記第１レーザー光を集光する場合、前記レンズホルダーが前記タ
ーンテーブルと衝突しない距離に設定される、
　ことを特徴とする請求項１乃至請求項３の何れかに記載の対物レンズ保持装置。
【請求項５】
　第１光ディスクがターンテーブルに装着された場合、前記第１光ディスクの情報記録層
に第１レーザー光を集光する第１レンズ部と、前記第１レンズ部の前記第１レーザー光が
出射される側の周面から突出する第１縁部と、を有する第１対物レンズと、
　前記第１光ディスクとは異なる情報記録フォーマットの第２光ディスクが前記ターンテ
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ーブルに装着された場合、前記第２光ディスクの情報記録層に前記第１レーザー光とは異
なる波長の第２レーザー光を集光する第２レンズ部と、前記第２レンズ部の前記第２レー
ザー光が出射される側の周面から突出する第２縁部と、を有する第２対物レンズと、
　前記第１レンズ部を落とし込む第１孔部と、前記第１孔部への前記第１レンズ部の落と
し込みを制限するべく前記第１縁部と当接する第１当接部と、前記第２レンズ部を落とし
込む第２孔部と、前記第２孔部への前記第２レンズ部の落とし込みを制限するべく前記第
２縁部と当接する第２当接部と、を有し、前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクが
前記ターンテーブルに装着された場合の前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクの径
方向に沿って、前記第１対物レンズ及び前記第２対物レンズを各々前記径方向の外周側及
び内周側として隣接させて一体保持し、前記径方向に沿って移動可能であるレンズホルダ
ーと、
　を備えた対物レンズ保持装置であって、
　前記第１対物レンズと前記第２対物レンズとを一体とするべく、
　前記第１縁部の前記第２縁部と面する側と、前記第２縁部の前記第１縁部と面する側と
は、結合されてなる、
　ことを特徴とする対物レンズ保持装置。
【請求項６】
　前記第１縁部の前記第２縁部と面する側の前記径方向の第１距離は、前記第１縁部の前
記第２縁部とは面しない反対側の前記径方向の距離未満であるか、前記第２縁部の前記第
１縁部と面する側の前記径方向の第２距離は、前記第２縁部の前記第１縁部とは面しない
反対側の前記径方向の距離未満であるか、の少なくとも一方であり、
　前記第１対物レンズの中心軸と前記第２対物レンズの中心軸との軸間距離は、前記第１
距離及び前記第２距離に応じて、前記第１対物レンズが前記第１光ディスクの情報記録層
の最内周に前記第１レーザー光を集光する場合、前記第２縁部が前記ターンテーブルと衝
突しない距離に設定される、
　ことを特徴とする請求項５に記載の対物レンズ保持装置。
【請求項７】
　前記レンズホルダーの前記径方向の距離は、
　前記第１距離及び前記第２距離に応じて、前記第１対物レンズが前記第１光ディスクの
情報記録層の最内周に前記第１レーザー光を集光する場合、前記レンズホルダーが前記タ
ーンテーブルと衝突しない距離に設定される、
　ことを特徴とする請求項６に記載の対物レンズ保持装置。
【請求項８】
　請求項１乃至請求項７の何れかに記載の対物レンズ保持装置を備えた、
　ことを特徴とする光ピックアップ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、対物レンズ保持装置、光ピックアップ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、情報記録／再生のための記録媒体として、赤外レーザー光を用いるＣＤ（Compac
t Disc）や赤色レーザー光を用いるＤＶＤ（Digital Versatile Disc）等の光ディスクが
ある。更に、近年、従来の光ディスクに比して高密度記録が可能な青紫色レーザー光を用
いた光ディスク（ＨＤ ＤＶＤ（High Definition DVD）やＢｌｕ-ｒａｙ Ｄｉｓｃ（登録
商標））が提唱されている。そして、これらの光ディスクに対して情報記録／再生を行う
べく、例えば、従来の光ディスク用のレーザー光を集光するための対物レンズと、Ｂｌｕ
-ｒａｙ Ｄｉｓｃ等用の青紫色レーザー光を集光するための対物レンズとを１つのレンズ
ホルダーに搭載した光ピックアップ装置がある。この２つの対物レンズの光ディスクに対
する配置としては、例えば図９に示すように、光ディスクの径方向（以下、ラジアル方向
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という）に配置したもの（ａ）や、光ディスクの情報記録層に螺旋状に形成されたトラッ
クの接線方向（以下、タンジェンシャル方向という）に配置したもの（ｂ）等がある。
【０００３】
　ところで、光ディスクに対する情報記録／再生においては、情報記録／再生の対象とな
るトラック（以下、情報記録／再生対象トラックという）にレーザー光を追従させるべく
トラッキング制御が行われる。そして、このトラッキング制御においては、回折格子等に
よりレーザー光を回折した例えば３つのレーザー光（０次光、±１次回折光）を用いる差
動プッシュプル法や３ビーム法等が一般的に採用されている。この３つのレーザー光を用
いる差動プッシュプル法等は、情報記録／再生対象トラックの接線方向に対して＋１次回
折光と－１次回折光とを線対称に照射させることにより、従来のプッシュプル法等よりも
優れたトラッキング制御を可能としている。
【０００４】
　ここで、ラジアル方向に２つの対物レンズ１０１、１０２が配置される場合（図９（ａ
））においては、対物レンズ１０１、１０２からの０次光及び±１次回折光の出射の何れ
の場合においても、情報記録／再生対象トラックの接線方向に対して＋１次回折光と－１
次回折光とを線対称に照射させることが可能となり、差動プッシュプル法等に基づくトラ
ッキング制御を行うことが可能となる。一方、タンジェンシャル方向に対物レンズが配置
される場合（図９（ｂ））、対物レンズ１０３からの０次光及び±１次回折光の出射にお
いては、情報記録／再生対象トラックの接線方向に対して＋１次回折光と－１次回折光と
を線対称に照射させることが可能となる。しかしながら、対物レンズ１０４からの０次光
及び±１次回折光の出射においては、情報記録／再生対象トラックの接線方向に対して＋
１次回折光と－１次回折光とが非線対称に照射されることとなる。このため、０次光及び
±１次回折光の反射光に応じたトラッキングエラー信号の振幅が変動し、差動プッシュプ
ル法等によるトラッキング制御が出来なくなる可能性があった。そこで、タンジェンシャ
ル方向に対物レンズを配置する場合、差動プッシュプル法等よりもトラッキング制御にお
いて劣る可能性のある、０次光の反射光に基づくプッシュプル法等が採用されていた。
【０００５】
　このように、光ピックアップ装置において、２つの対物レンズを１つのレンズホルダー
に搭載するにあっては、差動プッシュプル法等に基づく良好なトラッキング制御を行うこ
とが可能なラジアル方向への配置を選択することが望ましい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開ＷＯ９８／０２８７４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、２つの対物レンズ１０１、１０２をラジアル方向へ配置すると、例えば
外周側の対物レンズ１０２が光ディスク１０７の情報記録層１１２のトラックにレーザー
光を集光する場合、内周側の対物レンズ１０１のラジアル方向における位置は、タンジェ
ンシャル方向への配置又は１つの対物レンズのみをレンズホルダーに搭載したときよりも
内周側に位置する。そして、外周側の対物レンズ１０２が、例えば、光ディスク１０７の
情報記録層１１２のリードイン領域（又はＰＣＡ（Power Calibration Area）領域）より
も更に内周側の領域のトラック（以下、情報記録層の最内周という）にレーザー光を集光
する場合、内周側の対物レンズ１０１はラジアル方向において最も内周側に位置すること
となる。尚、リードイン領域等よりも更に内周側の領域には、例えば光ディスク１０７が
ライトスクライブ対応であることを示す情報等が記録されている。そして、リードイン領
域（又はＰＣＡ領域）よりも更に内周側の領域に移動する必要がない仕様のレンズホルダ
ー１０５を単に利用したものの場合、当該レンズホルダー１０５の形状や対物レンズ１０
１、１０２に対して相応の制限が施されていないため、図１０、図１１に示すように情報
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記録層１１２の最内周に移動した際、例えば、内周側の対物レンズ１０１の縁部１１０が
ターンテーブル１０９と衝突する可能性があった。図１０は、ラジアル方向におけるター
ンテーブル１０９の外周の位置をゼロとし、ターンテーブル１０９と対物レンズ１０１の
縁部１１０との間の距離をＭとした場合の、情報記録１１２の最内周へのレンズホルダー
１０５の移動を示す図である。尚、＋側の距離Ｍは、縁部１１０がターンテーブル１０９
の外周と離れているときの距離Ｍを示し、－側（ゼロを含む、以下同じ）の距離Ｍは、縁
部１１０がゼロよりも内周側へ移動すると仮定したときの距離Ｍを示すものである。図１
１は、図１０の平面図である。
【０００８】
　また、情報記録層１１２の最内周に移動した際に縁部１１０がターンテーブル１０９と
衝突しない場合（距離Ｍが＋側）であっても、このときの距離Ｍが、外周側の対物レンズ
１０２からのレーザー光が情報記録層１１２の最内周に追従するためのトラッキング制御
によって、レンズホルダー１０５がラジアル方向へ移動するときの移動量よりも小さくな
る場合、対物レンズ１０１の縁部１１０がターンテーブル１０９と衝突する可能性があっ
た。そして、仮に、対物レンズ１０１の縁部１１０がターンテーブル１０９と衝突した場
合、情報記録層１１２の最内周にレーザー光を集光することが出来なくなり、当該情報記
録層１１２の最内周に対する情報記録／再生が出来なくなる可能性があった。更に、衝突
に起因して、対物レンズ１０１、１０２がレンズホルダー１０５とともに傾いてしまった
場合、情報記録層１１２の全体のトラックにレーザー光を集光することが出来なくなり、
光ディスク１０７に対する情報記録／再生が出来なくなる可能性があった。
【０００９】
　そこで、この問題を解決するための手段の１つとして、対物レンズ１０１、１０２の径
を小さく設けることが考えられる。しかしながら、対物レンズ１０１、１０２の径を小さ
く設けるとレーザー光を集光するための有効径が小さくなり、ディスク偏心等に追従する
ために対物レンズ１０１、１０２を搭載したアクチュエータ（不図示）がラジアル方向に
シフトすると、光ディスク１０７に集光するレーザー光の光量低下やレーザー光の反射光
に応じた信号（再生信号等）の振幅劣化等を招く可能性があり、結果として新たな問題が
生じる可能性があった。
【００１０】
　そこで、本発明は、ラジアル方向において内周側の対物レンズがターンテーブルと衝突
することなく、外周側の対物レンズが光ディスクの情報記録層の最内周にレーザー光を集
光することが可能な対物レンズ保持装置、光ピックアップ装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するための発明は、第１光ディスクがターンテーブルに装着された場合
、前記第１光ディスクの情報記録層に第１レーザー光を集光する第１レンズ部と、前記第
１レンズ部の前記第１レーザー光が出射される側の周面から突出する第１縁部と、を有す
る第１対物レンズと、前記第１光ディスクとは異なる情報記録フォーマットの第２光ディ
スクが前記ターンテーブルに装着された場合、前記第２光ディスクの情報記録層に前記第
１レーザー光とは異なる波長の第２レーザー光を集光する第２レンズ部と、前記第２レン
ズ部の前記第２レーザー光が出射される側の周面から突出する第２縁部と、を有する第２
対物レンズと、前記第１レンズ部を落とし込む第１孔部と、前記第１孔部への前記第１レ
ンズ部の落とし込みを制限するべく前記第１縁部と当接する第１当接部と、前記第２レン
ズ部を落とし込む第２孔部と、前記第２孔部への前記第２レンズ部の落とし込みを制限す
るべく前記第２縁部と当接する第２当接部と、を有し、前記第１光ディスク及び前記第２
光ディスクが前記ターンテーブルに装着された場合の前記第１光ディスク及び前記第２光
ディスクの径方向に沿って、前記第１対物レンズ及び前記第２対物レンズを各々前記径方
向の外周側及び内周側として隣接させて一体保持し、前記径方向に沿って移動可能である
レンズホルダーと、を備えた対物レンズ保持装置であって、前記第１縁部の前記第２縁部
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と面する側の前記径方向の第１距離は、前記第１縁部の前記第２縁部とは面しない反対側
の前記径方向の距離未満であるか、前記第２縁部の前記第１縁部と面する側の前記径方向
の第２距離は、前記第２縁部の前記第１縁部とは面しない反対側の前記径方向の距離未満
であるか、の少なくとも一方であり、前記第１対物レンズの中心軸と前記第２対物レンズ
の中心軸との軸間距離は、前記第１距離及び前記第２距離に応じて、前記第１対物レンズ
が前記第１光ディスクの情報記録層の最内周に前記第１レーザー光を集光する場合、前記
第２縁部が前記ターンテーブルと衝突しない距離に設定される、ことを特徴とする。
【００１２】
　また、第１光ディスクがターンテーブルに装着された場合、前記第１光ディスクの情報
記録層に第１レーザー光を集光する第１レンズ部と、前記第１レンズ部の前記第１レーザ
ー光が出射される側の周面から突出する第１縁部と、を有する第１対物レンズと、前記第
１光ディスクとは異なる情報記録フォーマットの第２光ディスクが前記ターンテーブルに
装着された場合、前記第２光ディスクの情報記録層に前記第１レーザー光とは異なる波長
の第２レーザー光を集光する第２レンズ部と、前記第２レンズ部の前記第２レーザー光が
出射される側の周面から突出する第２縁部と、を有する第２対物レンズと、前記第１レン
ズ部を落とし込む第１孔部と、前記第１孔部への前記第１レンズ部の落とし込みを制限す
るべく前記第１縁部と当接する第１当接部と、前記第２レンズ部を落とし込む第２孔部と
、前記第２孔部への前記第２レンズ部の落とし込みを制限するべく前記第２縁部と当接す
る第２当接部と、を有し、前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクが前記ターンテー
ブルに装着された場合の前記第１光ディスク及び前記第２光ディスクの径方向に沿って、
前記第１対物レンズ及び前記第２対物レンズを各々前記径方向の外周側及び内周側として
隣接させて一体保持し、前記径方向に沿って移動可能であるレンズホルダーと、を備えた
対物レンズ保持装置であって、前記第１対物レンズと前記第２対物レンズとを一体とする
べく、前記第１縁部の前記第２縁部と面する側と、前記第２縁部の前記第１縁部と面する
側とは、結合されてなる、ことを特徴とする。
【００１３】
　また、光ピックアップ装置は、上述の対物レンズ保持装置を備えた、ことを特徴とする
。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、ラジアル方向において内周側の対物レンズがターンテーブルと衝突す
ることなく、外周側の対物レンズが光ディスクの情報記録層の最内周にレーザー光を集光
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明に係る対物レンズ保持装置及び対物レンズ、レンズホルダーを示した図で
ある。
【図２】本発明に係る光ピックアップ装置の全体構成を示す図である。
【図３】本発明に係る対物レンズ保持装置の正面図及び背面図である。
【図４】本発明に係る対物レンズ保持装置の正面図である。
【図５】本発明に係る対物レンズ保持装置のその他の形態を示す図である。
【図６】本発明に係る対物レンズ保持装置のその他の形態を示す図である。
【図７】本発明に係る対物レンズ保持装置のその他の形態を示す図である。
【図８】本発明に係る対物レンズ保持装置のその他の形態を示す図である。
【図９】２つの対物レンズのラジアル方向及びタンジェンシャル方向への配置を示す図で
ある。
【図１０】内周側の対物レンズとターンテーブルとの衝突を示す図である。
【図１１】内周側の対物レンズとターンテーブルとの衝突を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
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　本明細書および添付図面の記載により、少なくとも以下の事項が明らかとなる。
【００１７】
＝＝＝　光ピックアップ装置の構成例　＝＝＝
　図２、図３を参照しつつ、本発明に係る対物レンズ保持装置８、光ピックアップ装置１
の全体構成について説明する。図２は、本発明に係る光ピックアップ装置１の全体構成の
一例を示す図である。図３（ａ）は、－タンジェンシャル方向からの正面図である。図３
（ｂ）は、図３（ａ）の背面図である。尚、本実施形態におけるラジアル方向とは、ＨＤ
 ＤＶＤやＢｌｕ－ｒａｙ Ｄｉｓｃ（以下、ＨＤ ＤＶＤ５０という）、ＣＤ５２、ＤＶ
Ｄ５４がターンテーブル１０９（図４参照）に装着された場合のラジアル方向を示すもの
とする。また、タンジェンシャル方向とは、ＨＤ ＤＶＤ５０、ＣＤ５２、ＤＶＤ５４が
ターンテーブル１０９に装着された場合の情報記録層５１、５３、５５に形成されたトラ
ックの接線方向を示すものとする。
【００１８】
　光ピックアップ装置１は、青紫色半導体レーザー２、回折格子３、１０、１４、ビーム
スプリッタ４、コリメータレンズ５、１６、液晶収差補正素子６、立上ミラー７、１７、
対物レンズ保持装置８、赤色半導体レーザー９、ダイクロイックプリズム１１、赤外半導
体レーザー１２、カップリングレンズ１３、平板ビームスプリッタ１５、センサーレンズ
１８、２０、光検出器１９、２１を有している。尚、本発明の要旨に関係しないため不図
示としたが、光ピックアップ装置１は、一般的な光ピックアップ装置が有しているフロン
トモニタダイオード等を有している。
【００１９】
＜＜ＨＤ ＤＶＤ５０用の光学系＞＞
　青紫色半導体レーザー２は、例えばｐ型半導体とｎ型半導体とをｐｎ接合したダイオー
ド（不図示）から構成されている。青紫色半導体レーザー２は、不図示のレーザー駆動回
路からの制御電圧が印加されることにより、ＨＤ ＤＶＤ５０の情報記録層５１までの保
護層の厚み（ＨＤ ＤＶＤ：０．６ｍｍ、Ｂｌｕ-ｒａｙ Ｄｉｓｃ：０．７５～０．１ｍ
ｍ）に対応する波長（４００～４１０ｎｍ）のＩｎＧａＮ系青紫色レーザー光（２点鎖線
）を出射する。
【００２０】
　回折格子３は、青紫色レーザー光を回折することにより、例えば０次光と±１次回折光
とを発生してビームスプリッタ４に出射する。尚、本実施形態においては、特に明示する
場合を除いて当該０次光と±１次回折光とを青紫色レーザー光と称して以下説明する。
【００２１】
　ビームスプリッタ４は、青紫色レーザー光を透過してコリメータレンズ５に出射する。
また、ビームスプリッタ４は、コリメータレンズ５からのＨＤ ＤＶＤ５０の情報記録層
５１を照射した後の青紫色レーザー光の反射光を反射して、センサーレンズ１８に出射す
る。
【００２２】
　コリメータレンズ５は、青紫色レーザー光を平行光に変換して液晶収差補正素子６に出
射する。また、コリメータレンズ５は、液晶収差補正素子６からの青紫色レーザー光の反
射光を収束光に変換して、ビームスプリッタ４に出射する。
【００２３】
　液晶収差補正素子６は、対向するように配置されたガラス基板３０Ａ、３０Ｂと、当該
ガラス基板３０Ａ、３０Ｂ間に液晶分子が封止された液晶分子層３１を有する。この液晶
分子層３１の液晶分子の向きは、青紫色レーザー光の光軸に対するＨＤ ＤＶＤ５０の傾
きによって発生するコマ収差を補正する方向に予め設定されている。そして、この液晶収
差補正素子６は、液晶分子層３１を介した青紫色レーザー光を、立上ミラー７に出射する
。また、液晶収差補正素子６は、立上ミラー７からの青紫色レーザー光の反射光を、コリ
メータレンズ５に出射する。
【００２４】
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　立上ミラー７は、青紫色レーザー光を反射することにより、対物レンズ保持装置８の第
２対物レンズ２９に青紫色レーザー光を入射させる。また、立上ミラー７は、対物レンズ
保持装置８からの青紫色レーザー光の反射光を反射して、液晶収差補正素子６に出射する
。
【００２５】
　センサーレンズ１８は、例えば差動非点収差法に基づくフォーカシング制御を行うべく
、ビームスプリッタ４からの青紫色レーザー光の反射光に非点収差を付与して、光検出器
１９に出射する。
【００２６】
　光検出器１９は、青紫色レーザー光の反射光である０次光の反射光と±１次回折光の反
射光とを各々受光するための、例えば４分割された受光領域を有している。光検出器１９
は、０次光の反射光の光量に応じて光電変換した電気信号を生成して、後段の処理回路（
不図示）に出力する。この結果、０次光の反射光に応じた電気信号に基づいて、ＨＤ Ｄ
ＶＤ５０の情報記録層５１からの情報再生が行われることとなる。また、光検出器１９は
、±１次回折光の反射光の光量に応じて光電変換した電気信号を生成して、０次光の反射
光に応じた電気信号とともに、後段のサーボ制御回路（不図示）に出力する。この結果、
０次光と±１次回折光の反射光に応じた電気信号に基づいてトラッキングエラー信号、フ
ォーカスエラー信号等が生成され、前述の磁気部材を介して、差動プッシュプル法による
トラッキング制御、差動非点収差法によるフォーカシング制御等が施されることとなる。
【００２７】
＜＜ＣＤ５２／ＤＶＤ５４用の光学系＞＞
　赤色半導体レーザー９は、例えばｐ型半導体とｎ型半導体とをｐｎ接合したダイオード
（不図示）から構成されている。そして、赤色半導体レーザー９は、不図示のレーザー駆
動回路からの制御電圧が印加されることにより、ＤＶＤ５４の情報記録層５５までの保護
層の厚み（０．６ｍｍ）に対応する波長（６５０～６６０ｎｍ）のＡｌＧａＩｎＰ系赤色
レーザー光（１点鎖線）を出射する。
【００２８】
　回折格子１０は、赤色レーザー光を回折することにより、例えば０次光と±１次回折光
とを発生してダイクロイックプリズム１１に出射する。尚、本実施形態においては、特に
明示する場合を除いて当該０次光と±１次回折光とを赤色レーザー光と称して以下説明す
る。
【００２９】
　赤外半導体レーザー１２は、例えばｐ型半導体とｎ型半導体とをｐｎ接合したダイオー
ド（不図示）から構成されている。そして、赤外半導体レーザー１２は、不図示のレーザ
ー駆動回路からの制御電圧が印加されることにより、ＣＤ５２の情報記録層５３までの保
護層の厚み（１．２ｍｍ）に対応する波長（７８０～７９０ｎｍ）のＡｌＧａＡｓ系赤外
レーザー光（１点鎖線）を出射する。
【００３０】
　カップリングレンズ１３は、拡散光である赤外レーザー光の広がり角を変換して回折格
子１４に出射する。
　回折格子１４は、赤外レーザー光を回折することにより、例えば０次光と±１次回折光
とを発生してダイクロイックプリズム１１に出射する。尚、本実施形態においては、特に
明示する場合を除いて当該０次光と±１次回折光とを赤外レーザー光と称して以下説明す
る。
　ダイクロイックプリズム１１は、赤色レーザー光を透過して平板ビームスプリッタ１５
に出射する。また、ダイクロイックプリズム１１は、赤外レーザー光を反射して平板ビー
ムスプリッタ１５に出射する。
【００３１】
　平板ビームスプリッタ１５は、赤色レーザー光及び赤外レーザー光を反射して、コリメ
ータレンズ１６に出射する。また、平板ビームスプリッタ１５は、コリメータレンズ１６
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からのＤＶＤ５４の情報記録層５５を照射した後の赤色レーザー光の反射光、及びＣＤ５
２の情報記録層５３を照射した後の赤外レーザー光の反射光を透過して、センサーレンズ
２０に出射する。
【００３２】
　コリメータレンズ１６は、赤色レーザー光及び赤外レーザー光を平行光に変換して立上
ミラー１７に出射する。また、コリメータレンズ１６は、立上ミラー１７からの赤色レー
ザー光の反射光及び赤外レーザー光の反射光を収束光に変換して、平板ビームスプリッタ
１５に出射する。
【００３３】
　立上ミラー１７は、赤色レーザー光及び赤外レーザー光を反射することにより、対物レ
ンズ保持装置８の第１対物レンズ２８に赤色レーザー光及び赤外レーザー光を入射させる
。また、立上ミラー１７は、対物レンズ保持装置８からの赤色レーザー光の反射光及び赤
外レーザー光の反射光を反射して、コリメータレンズ１６に出射する。
【００３４】
　センサーレンズ２０は、例えば差動非点収差法に基づくフォーカシング制御を行うべく
、平板ビームスプリッタ１５からの赤色レーザー光の反射光及び赤外レーザー光の反射光
に非点収差を付与して、光検出器２１に出射する。
【００３５】
　光検出器２１は、赤色レーザー光の反射光及び赤外レーザー光の反射光である０次光の
反射光と±１次回折光の反射光とを各々受光するための、例えば４分割された受光領域を
有している。光検出器２１は、０次光の反射光の光量に応じて光電変換した電気信号を生
成して、後段の処理回路（不図示）に出力する。この結果、０次光（赤色レーザー光）の
反射光に応じた電気信号に基づいて、ＤＶＤ５４の情報記録層５５からの情報再生が行わ
れることとなる。また、０次光（赤外レーザー光）の反射光に応じた電気信号に基づいて
、ＣＤ５２の情報記録層５３からの情報再生が行われることとなる。更に、光検出器２１
は、±１次回折光の反射光の光量に応じて光電変換した電気信号を生成して、０次光の反
射光に応じた電気信号とともに、後段のサーボ制御回路（不図示）に出力する。この結果
、０次光と±１次回折光の反射光に応じた電気信号に基づいてトラッキングエラー信号、
フォーカスエラー信号等が生成され、前述の磁気部材を介して、差動プッシュプル法によ
るトラッキング制御、差動非点収差法によるフォーカシング制御等が施されることとなる
。
【００３６】
＜＜対物レンズ保持装置８＞＞
　対物レンズ保持装置８は、第１対物レンズ２８、第２対物レンズ２９、レンズホルダー
２５を有する。尚、本発明に係る対物レンズ保持装置８の特徴については、後段において
詳述する。レンズホルダー２５は、不図示のトラッキング制御用コイル、フォーカシング
制御用コイル等を有する。また、レンズホルダー２５は、アクチュエータ基板（不図示）
に一端が固着されたサスペンションワイヤー２６Ａ乃至２６Ｆの他端を保持するワイヤー
保持部材２７が、一体成型されている。そして、レンズホルダー２５は、サスペンション
ワイヤー２６Ａ乃至２６Ｆの弾性力により、アクチュエータ基板上に弾性保持されている
。更に、レンズホルダー２５は、アクチュエータ基板上の磁気部材（マグネット、ヨーク
等。不図示）とトラッキング制御用コイル、フォーカシング制御用コイルとの磁気作用に
より、ラジアル方向への移動（トラッキング制御）、レーザー光の光軸方向への移動（フ
ォーカシング制御）等が施される。第１対物レンズ２８は、ＤＶＤ５４の保護層の厚みに
対応した開口数（０．６～０．６５）を有し、立上ミラー１７からの赤色レーザー光をＤ
ＶＤ５４の情報記録層５５に集光させる。また、第１対物レンズ２８は、立上ミラー１７
からの赤外レーザー光をＣＤ５２の情報記録層５３に集光させる。更に、第１対物レンズ
２８は、ＤＶＤ５４の情報記録層５５を照射した後の赤色レーザー光の反射光を平行光に
変換して、立上ミラー１７に出射する。また、第１対物レンズ２８は、ＣＤ５２の情報記
録層５３を照射した後の赤外レーザー光の反射光を平行光に変換して、立上ミラー１７に
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出射する。第２対物レンズ２９は、ＨＤ ＤＶＤ５０の保護層の厚みに対応した開口数（
０．６５）を有し、立上ミラー７からの青紫色レーザー光をＨＤ ＤＶＤ５０の情報記録
層５１に集光させる。また、第２対物レンズ２９は、ＨＤ ＤＶＤ５０の情報記録層５１
を照射した後の青紫色レーザー光の反射光を平行光に変換して、立上ミラー７に出射する
。
【００３７】
　尚、本発明の要旨に関係ないため説明は簡略化するが、光ピックアップ装置１は、当該
光ピックアップ装置１が組み込まれる光ディスク装置（不図示）を構成するステッピング
モータ（不図示）の回転に応じた駆動力により、ＨＤ ＤＶＤ５０、ＣＤ５２、ＤＶＤ５
４のラジアル方向を例えば内周側（＋）から外周側（－）へ移動することとなる（スレッ
ド制御）。
【００３８】
＝＝＝対物レンズ保持装置８の詳細＝＝＝
　以下、図１０を適宜参照しつつ、図１、図４を用いて本発明に係る対物レンズ保持装置
８について詳述する。図１（ａ）は、図１０に示す従来の対物レンズ１０１、１０２及び
レンズホルダー１０５を光軸方向から示した正面図である。図１（ｂ）は、対物レンズ保
持装置８を光軸方向から示した正面図である。図４は、＋タンジェンシャル方向からの正
面図である。
【００３９】
　先ず、第１対物レンズ２８、第２対物レンズ２９について詳述する。第１対物レンズ２
８は、前述したように赤色レーザー光及び赤外レーザー光を集光し、又は赤色レーザー光
の反射光及び赤外レーザー光の反射光を平行光に変換するための第１レンズ部３３と、第
１縁部３４（図４・斜線部参照）とを有している。第１縁部３４は、第１レンズ部３３の
赤色レーザー光及び赤外レーザー光がＤＶＤ５４及びＣＤ５２に出射される側の面（出射
面）を囲む周面からラジアル方向に突出している。第２対物レンズ２９は、前述したよう
に青紫色レーザー光を集光し、又は青紫色レーザー光の反射光を平行光に変換するための
第２レンズ部３５と、第２縁部３６とを有している。第２縁部３６は、第２レンズ部３５
の青紫色レーザー光がＨＤ ＤＶＤ５０に出射される側の面（出射面）を囲む周面からラ
ジアル方向に突出している。尚、図１、図４に示すように、第１縁部３４の第２縁部３６
と面する側と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側とは結合されている。この結果、
第１対物レンズ２８及び第２対物レンズ２９は、一体化されている。
【００４０】
　そして、この第１対物レンズ２８の中心軸と第２対物レンズ２９の中心軸とのラジアル
方向における軸間距離Ｘは、図４に示すように、外周側の第１対物レンズ２８が情報記録
層５３（５５）の最内周にレーザー光を集光する場合、内周側の第２対物レンズ２９の第
２縁部３６がターンテーブル１０９と衝突することを回避するべく、以下に説明する距離
に設定される。尚、本実施形態において、情報記録層５３（５５）の最内周とは、情報記
録／再生のためのアドレス情報等が記録されているリードイン領域の最内周を示し、又は
、当該光ディスクが追記又は書き換え可能な光ディスクである場合においてはリードイン
領域よりも更に内周側のＰＣＡ領域の最内周を示すものとする。或いは、光ディスクがラ
イトスクライブ対応である場合、ＰＣＡ領域よりも更に内周側のLight Scribe対応を示す
情報が記録されている領域の最内周を示すものとする。つまり、本実施形態における情報
記録層の最内周とは、光ディスクに対して情報記録／再生（描画等も含む）をするために
レーザー光が照射される最も内周側のトラックを示すものとする。
【００４１】
　以下、図４を適宜参照して、図１（ａ）と図１（ｂ）とを比較しつつ、第１対物レンズ
２８の中心軸と第２対物レンズ２９の中心軸との軸間距離Ｘの設定について説明する。尚
、以下において説明する距離Ｌ１乃至Ｌ７は、ラジアル方向における距離を示すものであ
る。
【００４２】
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　第１縁部３４の第２縁部３６と結合されている側の距離Ｌ５（第１距離）は、対物レン
ズ１０２の縁部１１１の対物レンズ１０１の縁部１１０と面する側の距離Ｌ３＋Ｌ５より
もＬ３短い距離である。つまり、距離Ｌ５は、第１縁部３４の第２縁部３６と結合されて
いない反対側の距離Ｌ７よりもＬ３短い距離である。
【００４３】
　また、第２縁部３６の第１縁部３４と結合されている側の距離Ｌ５（第２距離）は、対
物レンズ１０１の縁部１１０の対物レンズ１０２の縁部１１１と面する側の距離Ｌ２＋Ｌ
５よりもＬ２短い距離である。つまり、距離Ｌ５は、対物レンズ１０１の縁部１１０の対
物レンズ１０２の縁部１１１と面していない反対側の距離Ｌ４＋Ｌ６よりもＬ２短い長さ
である。
【００４４】
　また、第１縁部３４の第２縁部３６と結合されている側の距離Ｌ５と、第２縁部３６の
第１縁部３４と結合されている側の距離Ｌ５とは、各々共通している。
　また、第２縁部３６の第１縁部３４と結合されていない反対側の距離Ｌ６は、対物レン
ズ１０１の縁部１１０の対物レンズ１０２の縁部１１１と面していない反対側の距離Ｌ４
＋Ｌ６よりもＬ４短い距離である。
　更に、対物レンズ１０１の縁部１１０と対物レンズ１０２の縁部１１１とが面している
間の距離Ｌ１は、第１縁部３４と第２縁部３６との結合によりゼロである。
【００４５】
　この結果、ラジアル方向における第１縁部３４と第２縁部３６との距離の和は、対物レ
ンズ１０１の縁部１１０と対物レンズ１０２の縁部１１１との距離に和に対して、Ｌ２＋
Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５短い距離となる。更に、距離Ｌ１はゼロである。故に、第１対物レンズ
２８の中心軸と第２対物レンズ２９の中心軸との軸間距離Ｘは、対物レンズ１０１の中心
軸と対物レンズ１０２の中心軸との軸間距離Ｘ´よりも、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５
短い距離で設定されることとなる。つまり、第１対物レンズ２８の中心軸と第２対物レン
ズ２９の中心軸との軸間距離Ｘは、ラジアル方向における第１縁部３４と第２縁部３６と
の距離の和に応じて設定されることとなる。そして、例えば、レンズホルダー２５に保持
されるときのラジアル方向における第１対物レンズ２８の位置を、対物レンズ１０２と同
じ位置に設定することにより、第２縁部３６の第１縁部３４と結合されていない反対側の
位置を、対物レンズ１０１の縁部１１０の対物レンズ１０２の縁部１１１と面していない
反対側の位置よりもＬ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５短くすることが可能となる。この結果
、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５が、図１０に示す対物レンズ１０１の縁部１１０とター
ンテーブル１０９との間の－側の距離Ｍよりも大きい場合、第２縁部３６とターンテーブ
ル１０９との間の距離Ｍ（図４参照）を＋側とすることが可能となる。つまり、第２縁部
３６がターンテーブル１０９と衝突しないこととなる。
【００４６】
　次に、レンズホルダー２５について詳述する。レンズホルダー２５は、第１孔部３７、
第１当接部３８、第２孔部３９、第２当接部４０を有する。尚、第１縁部３４と第２縁部
３６とが面する側の第１当接部３８と第２当接部４０とは結合されている。第１孔部３７
には、第１レンズ部３３が落とし込まれる。そして、第１当接部３８と第１縁部３４とが
当接することにより、第１孔部３７への第１レンズ部３３の落とし込みが所定位置で制限
されることとなる。尚、第１当接部３８と第１縁部３４との当接は、接着剤の塗布等によ
り固着させることが可能である。第２孔部３９には、第２レンズ部３５が落とし込まれる
。そして、第２当接部４０と第２縁部３６とが当接することにより、第２孔部３９への第
２レンズ部３５の落とし込みが所定位置で制限されることとなる。尚、第２当接部４０と
第２縁部３６との当接も同様に、接着剤の塗布等により固着させることが可能である。こ
の結果、レンズホルダー２５は、第１対物レンズ２８及び第２対物レンズ２９を、隣接さ
せて一体保持することとなる。更に、レンズホルダー２５は、ラジアル方向に沿って、第
１対物レンズ２８をラジアル方向の外周側、第２対物レンズ２９を内周側として保持する
ように光ピックアップ装置１に組み込まれることとなる。この結果、立上ミラー１７から
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の赤色レーザー光及び赤外レーザー光が第１孔部３７を透過して第１対物レンズ２８に入
射し、第１対物レンズ２８からの赤色レーザー光及び赤外レーザー光の反射光が第１孔部
３７を透過して立上ミラー１７に出射することとなる。また、立上ミラー７からの青紫色
レーザー光が第２孔部３９を透過して第２対物レンズ２９に入射し、第２対物レンズ２９
からの青紫色レーザー光の反射光が第２孔部３９を透過して立上ミラー７に出射すること
となる。
【００４７】
　そして、このレンズホルダー２５のラジアル方向における距離Ｙは、外周側の第１対物
レンズ２８が情報記録層５３（５５）の最内周にレーザー光を集光する場合、当該レンズ
ホルダー２５がターンテーブル１０９と衝突することを確実に回避するべく、以下に説明
する距離に設定される。
【００４８】
　以下、図４を適宜参照して、図１（ａ）と図１（ｂ）とを比較しつつ説明する。前述し
たように、ラジアル方向における第１縁部３４と第２縁部３６との距離の和は、対物レン
ズ１０１の縁部１１０と対物レンズ１０２の縁部１１１との距離の和に対して、Ｌ２＋Ｌ
３＋Ｌ４＋Ｌ５短い距離となる。更に、距離Ｌ１はゼロである。そして、レンズホルダー
２５のラジアル方向における距離Ｙは、レンズホルダー１０５のラジアル方向の距離Ｙ´
よりも、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５短い距離で設定されることとなる。つまり、レン
ズホルダー２５のラジアル方向における距離Ｙは、ラジアル方向における第１縁部３４と
第２縁部３６との距離の和に応じて設定されることとなる。そして、例えば、光ピックア
ップ装置１に組み込まれるときの、ラジアル方向におけるレンズホルダー２５のターンテ
ーブル１０９と面しない反対側の位置を、レンズホルダー１０５と同じ位置に設定するこ
とにより、レンズホルダー２５のターンテーブル１０９と面する側の位置を、レンズホル
ダー１０５のターンテーブル１０９と面する側の位置よりもＬ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ
５短くすることが可能となる。この結果、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５が、図１０に示
すレンズホルダー１０５とターンテーブル１０９との間の－側の距離Ｎよりも大きい場合
、レンズホルダー２５とターンテーブル１０９との距離Ｍ（図４参照）を＋側とすること
が可能となる。つまり、レーザー光の光軸方向におけるＣＤ５２（ＤＶＤ５４）とレンズ
ホルダー２５との距離が、ＣＤ５２（ＤＶＤ５４）とターンテーブル１０９のＣＤ５２（
ＤＶＤ５４）が装着されていない側の面との距離よりも短く設定される場合であって、レ
ンズホルダー２５とターンテーブル１０９とのラジアル方向における距離Ｎが－側となる
場合であっても、当該レンズホルダー２５がターンテーブル１０９と衝突しないこととな
る。或いは、距離Ｎが－側となる場合であって（図１０）、レーザー光の光軸方向におけ
るレンズホルダー２５とターンテーブル１０９との距離が、フォーカシング制御による当
該レンズホルダー２５の移動距離未満となる場合、レンズホルダー２５がターンテーブル
１０９と衝突しないこととなる。
【００４９】
　尚、上述した実施形態によれば、ラジアル方向における第２縁部３６とターンテーブル
１０９との間の距離Ｍを＋側（及び（又は）距離Ｎを＋側）とするべく、第２縁部３６の
第１縁部３４と結合されていない反対側の距離Ｌ６を、対物レンズ１０１の縁部１１０の
対物レンズ１０２の縁部１１１と面していない反対側の距離Ｌ４＋Ｌ６よりもＬ４短い距
離としているが、これに限るものではない。例えば、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ５が距離Ｍ（
及び（又は）距離Ｎ）を＋側とすることを満たす場合、図５に示すように、第２縁部３６
の第１縁部３４と結合されていない反対側の距離を、対物レンズ１０１の縁部１１０の対
物レンズ１０２の縁部１１１と面していない反対側の距離Ｌ４＋Ｌ６と同じ距離としても
良い。この結果、第１縁部３４と結合されていない反対側の第２縁部３６と第２当接部４
０との当接をより確実なものとすることが可能となり、レンズホルダー２５が第２対物レ
ンズ２９をより安定して保持することが可能となる。
【００５０】
　また、ラジアル方向における第２縁部３６とターンテーブル１０９との間の距離Ｍを＋
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側（及び（又は）距離Ｎを＋側）とするべく、第１縁部３４の第２縁部３６と結合されて
いる側の距離Ｌ５（又は第２縁部３６の第１縁部３４と結合されている側の距離Ｌ５）を
設けているが、これに限るものではない。例えば、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５が距離
Ｍ（及び（又は）距離Ｎ）を＋側とすることを満たさない場合、第１縁部３４の第２縁部
３６と結合されている側の距離Ｌ５（又は第２縁部３６の第１縁部３４と結合されている
側の距離Ｌ５）をゼロとするように設けても良い。この結果、ラジアル方向における対物
レンズ１０１の縁部１１０と対物レンズ１０２の縁部１１１との距離の和に対して、第１
縁部３４と第２縁部３６との距離の和をより短くすることが可能となる。そして、Ｌ１＋
Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋２・Ｌ５が、図１０に示す対物レンズ１０１の縁部１１０とターンテ
ーブル１０９との間の－側の距離Ｍよりも大きい場合、距離Ｍを＋側とすることが可能と
なる。
【００５１】
　上述した実施形態によれば、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側と、第２縁部３６
の第１縁部３４と面する側とを結合させることにより、第１対物レンズ２８と第２対物レ
ンズ２９とを一体とすることが可能となる。この結果、第１対物レンズ２８の中心軸と第
２対物レンズ２９の中心軸との軸間距離Ｘを、対物レンズ１０１の中心軸と対物レンズ１
０２の中心軸との軸間距離Ｘ´よりも短くすることも可能となる。また、第１対物レンズ
２８と第２対物レンズ２９とが一体ではない場合、例えば、経年劣化や衝撃等によって、
ＨＤＨＤ ＤＶＤ５０、ＣＤ５２、ＤＶＤ５４に対して第１対物レンズ２８、第２対物レ
ンズ２９がそれぞれ別個の方向へ傾く可能性がある。この場合、第１対物レンズ２８の傾
きに応じた補正と、第２対物レンズ２９の傾きに応じた補正とを、それぞれの傾きに応じ
て行う必要がある。しかしながら、第１対物レンズ２８と第２対物レンズ２９とを一体と
することにより、当該第１対物レンズ２８及び第２対物レンズ２９の傾きを同一とするこ
とが可能となる。そのため、例えば、ＨＤ ＤＶＤ５０、ＣＤ５２、ＤＶＤ５４からの情
報記録／再生の開始時における傾きに対する補正を同一とすることが可能となり、当該補
正に係る制御を容易なものとすることが可能となる。また、第１レンズ部３３及び第２レ
ンズ部３５の径を小さくすることを要しないため、赤色レーザー光（赤外レーザー光）の
光量が減ずることなく、良好な情報記録／再生を行うことが可能となる。
【００５２】
　更に、軸間距離Ｘを、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側のラジアル方向の距離Ｌ
５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジアル方向の距離Ｌ５とに応じて、第
１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に赤色レ
ーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、第２縁部３６がターンテーブル１０９と衝
突しない距離に設定することが可能となる。この結果、ＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記
録層５３（５５）の最内周に対する情報記録／再生を良好に行うことが可能となる。
【００５３】
　更に、レンズホルダー２５のラジアル方向の距離Ｙを、第１縁部３４の第２縁部３６と
面する側のラジアル方向の距離Ｌ５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジア
ル方向の距離Ｌ５とに応じて、第１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録
層５３（５５）の最内周に赤色レーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、レンズホ
ルダー２５がターンテーブル１０９と衝突しない距離に設定することが可能となる。この
結果、ＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に対する情報記録／再
生を良好に行うことが可能となる。
【００５４】
　また、対物レンズ保持装置８を備えた光ピックアップ装置１を提供することが可能とな
る。つまり、軸間距離Ｘが、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側のラジアル方向の距
離Ｌ５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジアル方向の距離Ｌ５とに応じて
、第１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に赤
色レーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、第２縁部３６がターンテーブル１０９
と衝突しない距離に設定された光ピックアップ装置１を提供することが可能となる。
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【００５５】
＝＝＝その他の実施形態＝＝＝
　以上、本発明に係る対物レンズ保持装置について説明したが、上記の説明は、本発明の
理解を容易とするためのものであり、本発明を限定するものではない。本発明は、その趣
旨を逸脱することなく、変更、改良され得る。
【００５６】
＜＜対物レンズ保持装置のその他の形態＞＞
　上述した実施形態によれば、ラジアル方向における第２縁部３６とターンテーブル１０
９との間の距離Ｍを＋側（及び（又は）距離Ｎを＋側）とするべく、第１縁部３４の第２
縁部３６と面する側と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側とを結合させることによ
り、第１対物レンズ２８及び第２対物レンズ２９とを一体化させているが、これに限るも
のではない。
【００５７】
　例えば、図６に示すように、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側と、第２縁部３６
の第１縁部３４と面する側とを結合させずに、第１対物レンズ２８と第２対物レンズ２９
とを別体とすることも可能である。そして、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側は、
タンジェンシャル方向（ラジアル方向と直交する方向）に切り欠かれた形状である。また
、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側も同様に、タンジェンシャル方向（ラジアル方
向と直交する方向と同一方向）に切り欠かれた形状である。この第１縁部３４の第２縁部
３６と面する側の距離（第１距離）と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側の距離（
第２距離）と、当該第１縁部３４と第２縁部３６との間の距離との和は、図１に示す距離
Ｌ５であり、また、第２縁部３６の第１縁部３４と面しない反対側の距離は、図１に示す
距離Ｌ６である。このように、第１対物レンズ２８と第２対物レンズ２９とを別体に設け
ることによっても、当該第１対物レンズ２８の中心軸と第２対物レンズ２９の中心軸との
軸間距離Ｘを、Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３＋Ｌ４＋Ｌ５短くすることが可能となる。また、例えば
、第１対物レンズ２８のみに不良品が生じた場合や、当該第１対物レンズ２８のみを交換
、改良したい場合、第２対物レンズ２９をレンズホルダー２５から外すことなく処理を行
うことが可能なり、コストダウンや煩雑さを防止することが可能なる。尚、第１縁部３４
の第２縁部３６と面する側は、タンジェンシャル方向に切り欠かれた形状とし、第２縁部
３６の第１縁部３４と面する側も同様に、タンジェンシャル方向に切り欠かれた形状とし
ているが、これに限るものではない。例えば、図７に示すように、第１縁部３４の第２縁
部３６と面する側は、切り欠き４１が第１レンズ部３３にかからない範囲内で、タンジェ
ンシャル方向に対して所定角度θとなる方向に切り欠かれた形状とし、第２縁部３６の第
１縁部３４と面する側は、切り欠き４２が第２レンズ部３５にかからない範囲内で、タン
ジェンシャル方向に対して所定角度となる方向と同一方向に切り欠かれた形状としても良
い。つまり、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側と、第２縁部３６の第１縁部３４と
面する側とが同一方向に切り欠かれた形状とすることによっても、第１対物レンズ２８と
第２対物レンズ２９との軸間距離Ｘを、第２縁部３６がターンテーブル１０９と衝突しな
い距離に設定することが可能となる。
【００５８】
　また、第１縁部３４の切り欠き４１と、第２縁部３６の切り欠き４２は、直線状に限る
ものではなく、当該第１縁部３４と第２縁部３６との間が一定間隔を保つことが可能であ
れば三角波状や波状等でも良い。尚、図５において前述した第１対物レンズ２８及び第２
対物レンズ２９を、図８に示すように別体とすることも可能である。
【００５９】
　尚、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側とは切り欠かれた部分（切り欠き４２側）
のことであり、第１縁部３４の第２縁部３６とは面しない反対側とは当該切り欠かれた部
分と同じラジアル方向における（図８、破線間）切り欠かれていない部分（斜線）のこと
である。そして、図８の破線間における第１縁部３４の切り欠かれた部分のラジアル方向
の距離は、当該破線間における第１縁部３４の切り欠かれていない部分の当該ラジアル方
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向の距離未満である。また、同様に、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側とは切り欠
かれた部分（切り欠き４１側）のことであり、第２縁部３６の第１縁部３４とは面しない
反対側とは当該切り欠かれた部分と同じラジアル方向（破線間）における切り欠かれてい
ない部分（斜線）のことである。そして、図８の破線間における第２縁部３６の切り欠か
れた部分のラジアル方向の距離は、当該破線間における第２縁部３６の切り欠かれていな
い部分の当該ラジアル方向の距離未満である。
【００６０】
　上述のその他の実施形態によれば、第１対物レンズ２８の中心軸と第２対物レンズ２９
の中心軸との軸間距離Ｘを、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側のラジアル方向の距
離Ｌ５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジアル方向の距離Ｌ５とに応じて
、第１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に赤
色レーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、第２縁部３６がターンテーブル１０９
と衝突しない距離に設定することが可能となる。この結果、ＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情
報記録層５３（５５）の最内周に対する情報記録／再生を良好に行うことが可能となる。
【００６１】
　更に、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側を、ラジアル方向と交差する方向に切り
欠かれた形状とし、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側を、ラジアル方向と交差する
方向と同一方向に切り欠かれた形状とすることが可能となる。この結果、第１縁部３４の
第２縁部３６と面する側と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側との間の距離を効果
的に短くすることが可能となり、軸間距離Ｘを第２縁部３６がターンテーブル１０９と衝
突しない距離に設定することが可能となる。
【００６２】
　更に、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側を、ラジアル方向と直交する方向に切り
欠かれた形状とし、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側を、ラジアル方向と直交する
方向と同一方向に切り欠かれた形状とすることが可能となる。この結果、第１縁部３４の
第２縁部３６と面する側と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側との間の距離を、最
小値にまで短くすることが可能となる。
【００６３】
　更に、レンズホルダー２５のラジアル方向の距離Ｙを、第１縁部３４の第２縁部３６と
面する側のラジアル方向の距離Ｌ５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジア
ル方向の距離Ｌ５とに応じて、第１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録
層５３（５５）の最内周に赤色レーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、レンズホ
ルダー２５がターンテーブル１０９と衝突しない距離に設定することが可能となる。この
結果、ＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に対する情報記録／再
生を良好に行うことが可能となる。
【００６４】
　また、対物レンズ保持装置８を備えた光ピックアップ装置１を提供することが可能とな
る。つまり、軸間距離Ｘが、第１縁部３４の第２縁部３６と面する側のラジアル方向の距
離Ｌ５と、第２縁部３６の第１縁部３４と面する側のラジアル方向の距離Ｌ５とに応じて
、第１対物レンズ２８がＣＤ５２（ＤＶＤ５４）の情報記録層５３（５５）の最内周に赤
色レーザー光（赤外レーザー光）を集光する場合、第２縁部３６がターンテーブル１０９
と衝突しない距離に設定された光ピックアップ装置１を提供することが可能となる。
【符号の説明】
【００６５】
　１　光ピックアップ装置　　　　　　　２　青紫色半導体レーザー
　３　回折格子　　　　　　　　　　　　４　ビームスプリッタ
　５　コリメータレンズ　　　　　　　　６　液晶収差補正素子
　７、１７　立上ミラー　　　　　　　　８　対物レンズ保持装置
　９　赤色半導体レーザー　　　　　　　１０、１４　回折格子
　１１　ダイクロイックプリズム　　　　１２　赤外半導体レーザー
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　１３　カップリングレンズ　　　　　　１５　平板ビームスプリッタ
　１６　コリメータレンズ　　　　　　　１８、２０　センサーレンズ
　１９、２１　光検出器　　　　　　　　２２　凹形レンズ
　２３　凸形レンズ　　　　　　　　　　２５、１０５、１０６　レンズホルダー
　２６　サスペンションワイヤー　　　　２７　ワイヤー保持部材
　２８　第１対物レンズ　　　　　　　　２９　第２対物レンズ
　３０　ガラス基板　　　　　　　　　　３１　液晶分子層
　３３　第１レンズ部　　　　　　　　　３４　第１縁部
　３５　第２レンズ部　　　　　　　　　３６　第２縁部
　３７　第１孔部　　　　　　　　　　　３８　第１当接部
　３９　第２孔部　　　　　　　　　　　４０　第２当接部
　４１、４２　切り欠き　　　　　　　　５０　ＨＤ ＤＶＤ
　５１、５３、５５　情報記録層　　　　５２　ＣＤ
　５４　ＤＶＤ　　　　　　　　　　　　１０１、１０２、１０３、１０４　対物レンズ
　１０７　光ディスク　　　　　　　　　１０８　スピンドルモータ
　１０９　ターンテーブル　　　　　　　１１０、１１１　縁部

【図１】 【図２】
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【図７】
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